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論文要旨 

所属ゼミ 清水勝彦 研究会 氏名 古市 大三 

（論文題名） 
 
 

日本における社会人向け教育事業の情報技術戦略 
 
 
 

（内容の要旨） 
 

中小企業が常に抱える問題の一つとして、人材の教育や育成が挙げられる。しか

し、情報技術が発展し、情報技術を活用した教育市場であるeラーニング市場は拡大する

一方で、大きく成功している教育事業者は少ない。 

本研究の目的は、社会人向け教育事業の成功要因を理解し、情報技術の適切な使

い方を知ることで、類型ごとのモデルを導くことである。「教育媒体」と「学習者」とい

う二者の関係を教育事業の基本構造として、「第三者」および「非教育事業」を加えるこ

とで複数の構造モデルを構築した。教育事業の類型は「対価の支払いが教育に対してなの

か非教育事業に対してなのか」と「対価を支払うのが学習者なのか第三者なのか」という

軸を採用することで、「直接取引型」「第三者直接取引型」「間接取引型」「第三者間接

取引型」の４つに分けることができた。 

事例研究ではシステムシンキングによるループ図を用いることで、「直接取引

型」では事業拡大が学習者の目的を達成させる可能性を強化すること、「第三者直接取引

型」では第三者へのニーズ対応と長期的な関係性を構築すること、「間接取引型」では学

習者の利益と非教育事業の利益が同時に強化されるサイクルを構築すること、「第三者間

接取引型」では学習者への価値と第三者への価値が同時に強化されるサイクルを構築する

ことが成功要因であることが示唆された。 

また、情報技術の使い方は、教育への対価の支払いが直接的であるか間接的であ

るかによって異なることがわかった。「直接取引型」や「第三者直接取引型」などの教育

に対して直接的に対価を支払う事業の場合は、提供する教育そのものの価値を高めるため

に情報技術を活用し、「間接取引型」や「第三者間接取引型」などの教育に対して間接的

に対価を支払う事業の場合は、教育が提供された結果の価値を高めるために情報技術を活

用することが望ましいことが示唆された。 
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